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ゴミ非常事態宣言

名古屋の教訓
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ごみ排出量、最終処分場
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非常事態年表
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1971/9 東京ごみ戦争

1972/5 神戸市

1975/7広島市
1991/7 大和市
1991/11 岡山市

1992/4 つくば
市
1992/12 龍野市

1990/6 川崎市
1990/12 調布市

2009/3平塚市
2010/7 八代市

1999/2 名古屋市
1999/6 安芸市
1999/7 鳴門市

2001/4  会津地区組合
2001/5 石狩市

2002/7 一宮市

2018/2 浜松市
2018/4 豊橋市

2006/9 小野田市
2006/10 小金井市1995/10 津山市

バブル景気

1989/12/19厚生省通知
ごみの減量・再資源化の推進について

1992年3月、堺市事実上の非常事態宣言（朝日新聞大阪）
1999年、堺市の男性に「生ゴミ非常事態宣言が出た」と偽りディスポーザを売る

→ 2000年に訪問販売法違反で逮捕
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ごみの減量・再資源化の推進について
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「非常事態」という言葉
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最初の衝撃ー東京ごみ戦争

読売新聞 1971年9月28日夕刊

朝日新聞 1971年12月8日夕刊
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非常事態様々ー「ごみ戦争」と言う非常事態

中国新聞 神戸新聞
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+
名古屋市の場合



+
一人当たりごみ量の推移
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主な論点

n 自治体はなぜ非常事態宣言を宣言するのか

事実上住民に負担を転嫁するのは安易過ぎないか

n 隣接自治体同士の相互援助は円滑に進むか

（住民理解は常に得られるか）

n 一廃を産廃施設で処理するのは現行法でも可？

であれば、施設が故障しても非常事態は不必要？

n 施設の不備を理由とする非常事態宣言は行政の怠慢ではないか

施設整備、メンテナンスの一義的責任は行政側のはず

⇨宣言はショック効果だけか？ それでも意味がある？


